























１) マルクス経済学では資本制生産システムの下で賃労働者は ｢剰余労働｣ を提供し, それは不払い労
働として雇用者である資本家のものになると考えていて, それを搾取と呼んでいる｡ しかし一般的に




らの抗議に対して, 多国籍企業は     (        ‒                    , 投資家国家
紛争解決,    ということもある) 条項を盾に訴訟を起こし, 勝訴して莫大な補償金を勝ち
取ることすら, しばしば起きている｡ さらに低税率国にペーパーカンパニーを置き, これらの
タックスヘイブンを悪用した税逃れや資産隠しの行為も頻発していて, それは大きな社会問題
として世界の耳目を集めている｡ こうした多国籍企業の傍若無人な, 我が物顔での跳梁跋扈は
世界中の顰蹙を買っている｡ その結果, 一時期喧伝された, 多国籍企業が途上国の工業化を進










は大事なことである｡ というのは, アメリカ流グローバリズムへの反発が広がり, ナショナル
な枠組みへの回帰を求める風潮が世界各地に広がっているとはいえ, その主な要因はアメリカ
企業に特別な便宜が与えられがちな, 覇権国企業に優位なグローバリズムや, 多国籍企業によ










ことが, ここでのポイントとなろう｡ それは, 人類が踏み込んだグローバル社会という現下の
状況における重要な課題の一つである｡ 換言すれば, 世界経済のグローバル化と国民経済的な
視点からのローカル化 (＝ナショナル化) との巧みな結合 これを筆者は ｢グローカリズム｣
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と呼び, こうした資本の相互浸透, 相互交流を ｢国際直接投資｣ と規定した２) が求められ
ていることであり, その精神をいかに涵養させるかが大事になる｡ そのためには世界の人民に
よる, ｢草の根｣ に根ざした, 厳しい注文や適切な監視, そして場合によっては勇気ある告発




それら企業, 労働, 政府 (あるいは国連などの国際機関) の三者の調整による合成力が相まっ
て,   世紀のグローバル世界における正道な企業活動と労働環境, そしてそれらに乗った, 調
和ある経済繁栄の軌道が敷かれることになるだろう｡
本稿はこれらの中から, 多国籍企業の活動をいかに正し, それを ｢正しいビジネス｣ として
どう展開させていくかに焦点を当て, その課題と対策を考えてみたい｡ 以下での展開の順序は,
最初に多国籍企業の利益至上主義がもたらしている弊害について一瞥し, 次いでそうした多国




(１) 低賃金, 劣悪な労働条件, 極端な ｢搾取｣ の蔓延
多国籍企業の利益至上主義の弊害は現在いたるところに現われているが, その第１のものは,




あった｡ それは, 資本主義工業化の開始や一層の飛躍, さらには主要産業の転換にあたっては
資本の強蓄積が求められ, そこではしばしば経済外的な強制力 国家権力や私的暴力装置な
















の消費意欲の喚起に依存しがちなため, デザイン性や知名度, 信頼性の高さが重要になる｡ そ
こでは知名度があり, 信頼性の高い          (評判) という多分にイメージ的なもの
が左右する 企業に有利であるため, 販売においては大々的な広告を含む, ブランド力を利
用したマーケティング活動がものをいいがちになる｡ そのため, 巨大な販売会社が群小の製造
会社を組織し, その配下に収めるケースが多く, 直接に生産活動を行わずに, デザインや素材




国際的な提携戦略 その一部が ｢国際下請生産｣３) として    の誕生に道を開いた を
存分に活用しようとする｡ というのは, 自社の直営工場でそれを行うと, 高いリスクを負わね
ばならず, またやっかいな労働問題を引き起こしかねず, さらには民間   団体や国際機関
による監視も強く, 非難・告発される恐れもあり, その結果, ブランド名に傷がついて, 評判
が失墜しかねないからである｡ これは典型的にはナオミ・クラインの 『ブランドなんかいらな
い』４) において描かれた光景で, 途上国において１日１ドルの日当で作り出したものが, 先進
国において, ブランド力を活用して   ドルで販売されるという, 驚くべき ｢手品｣ が生み出
されることになる｡ 特にナイキは ｢奴隷賃金｣ での雇用として象徴的に告発された｡ だがその
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３) 筆者は ｢国際下請生産｣ の概念とその内容について 『現代世界経済論―パクス・アメリカーナの構
造と運動―』 有斐閣, 昭和  (    ) 年において, 詳しく論じた｡
４) ナオミ・クライン 『ブランドなんかいらない』 松島聖子訳, はまの出版,     年｡ なお彼女はさら
に 『ショック・ドクトリン―惨事便乗型資本主義の正体を暴く―』 上・下, 幾島幸子・村上由美子訳,
岩波書店,     年において, アメリカングローバリズムの主要な推進思想としての新自由主義に痛烈
な批判を浴びせているが, それを災害や ｢革命｣ 実は社会主義体制を資本主義に引き戻す企てな
のだが や地域紛争や金融危機などの一大転機を利用した一部資本家集団の膨大な資本強蓄積の過
程と位置付けて, それに                という命名を与えている｡ 筆者はその意義を認めて,
それに詳細な検討を加えた｡ 関下稔 ｢日―米―中トライアングル関係の経済思想の底流―新自由主義
批判の原理的考察―｣ 『立命館国際地域研究』 第  号,     年, 参照｡
不法性や極端な ｢搾取｣ が   や国際機関などによって指摘されると, ブランド力にも大い
に傷がつくことになり, 売り上げにも響くので, これはいつでも繰り出せる ｢打ち出の小づち｣
とはなりえず, 社会的な指弾と行政的な指導によって, 全体としては次第に縮小 あるいは
巧妙な隠蔽策へのシフト へと向かわざるを得ないことになる｡
この分野における事例として槍玉に挙げられたのが, 国際的な   団体 ｢ヒューマンライ
ツ・ナウ｣ (東京), ｢     ｣ (香港), ｢   ｣ (香港) の３団体によって告発された, 比較
的質の良いものを低額で提供して大爆発した, ユニクロのブランド名で著名なファーストリテ
ーリング社 以下ここでは ｢ユニクロ｣ を主に使うことにする である｡ これら３団体は    年に現地調査を密かに実施して, 中国広東省にある下請け生産業者２工場において時間外
労働が月平均   時間を超えることや, 低賃金, 罰金制度, 異常な高温かつ化学物質による刺
激臭などの苛酷な労働実態を明らかにして, ６点の改善点, そしてファーストリテーリング社
には４点の改善を勧告した５)｡ またユニクロは日本国内においても長時間労働, 社員への過度
の締め付け, それに高離職率の定在などによって, ｢ブラック企業｣ の一つとみなされてもき
た｡ これに対して, ユニクロ側は労働環境の改善に努め, モニタリングを強めることを約束し
た｡ しかしユニクロ側の対応と回答が不十分であるとして, 上記   団体は再度    年２月









内訳は中国  社, ベトナム  社, インドネシア  社, バングラデシュ８社などで, それらはユ
ニクロの発注額の８割を占めている｡ ユニクロブランドの売上額に占める海外比率は  ％
(    年) と高く, 海外の消費者や投資家の声を無視できないからである｡ なおこうした対処
は欧米企業もすでに行っていて,    ,    , ナイキ, アディダスなどではすでに公開済み
多国籍企業の未来像   
５)       (                                          ) ｢中国国内ユニクロ下請け
工場における労働環境調査報告書｣     年１月, ７頁｡
６) ｢ユニクロ中国過酷労働・潜入調査報告書から半年, 労働環境は改善したのか｡｣ ｢     ！     
ニュース｣｡     年９月５日｡
７)       ｢共同声明, ユニクロと労働者の人権：中国における工場の労働環境についての追加報告｣,
１‒４頁｡






社のファミリー 協力会 に懇切丁寧に育て上げていく, 専属型の包摂戦略をとっており,
そこではこれらサプライヤーの公表は極めて痛手になるだろう｡ この点に注目する論者達は,
これを日本の下請けサプライヤーシステムの世界的な拡大 いわば日本的生産システムの世
界的な ｢文明化作用｣ として の頓挫と見なすかもしれない｡ しかし, 大手メーカーやブラ
ンド力を持った販売会社の下での下請け系列化と対等・平等な企業間提携とは根本的に性格が
異なるものである｡ だから欧米企業なら, こうした日本的なシステムを注入するなら, 必ずや
主要なノウハウを知財化して, その提供と対価で膨大な知財収入を当て込むことになろう｡ そ
の点では知識資本主義の時代に日本企業は ｢職人的｣・ ｢ファミリー的｣ な異質な ｢モノ作り｣
システムを持ち込んでいる しばしば ｢ガラパゴス化｣ といわれる ことになる｡ それが
日本的な良さの現れなのか, それとも時代の潮流からの立ち後れなのか, その判断は大いに気
になるところである｡




とより資本主義的な機械制大工業の登場と発展は, 都市化を中心にして, 大量生産, 大量宣伝,
大量輸送, 大量消費, 大量廃棄社会を生み出してきた｡ しかも無政府的な開発と競争の激化に
よってそれらは加速化され, しかもグローバル化の進展に伴って, 地球的規模で広がり, そこ
から ｢限りある地球｣ 資源の有効利用や環境保護が強く叫ばれるようになった｡ こうした地球
環境の荒廃や資源の乱開発, さらには廃棄物の不法投棄, そして場合によっては ｢公害輸出｣
に一部の巨大多国籍資源企業が少なからず加担してきた｡ というのは, これらの分野では帝国
主義時代における略奪的な植民地経営の残滓が温存されがちなことに加えて, 独立の資源保有
国との間の契約によって, 後者への低利権料支払い とはいえ, 原油などでは莫大な額にな
るが と引き換えに, 最終製品市場における価格支配力を半ば独占的に握って, 巨額の利益
を上げているからである｡ さらにコンセッション方式 公有下での民間企業による管理・運
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８) 『朝日新聞』     年３月１日｡






















の影響が残り, かつ深刻化していくものもある｡ さらに大火災や大津波, 異常気象, またパン
デミック (       , 世界的大流行) と呼ばれる世界的な感染症 (特に伝染病) の大流行な
ども加わってくる｡ こうした, いわば地球大での災害・事故・疾病の発生と拡散はこれを地球
規模の問題として検討し, その対策を講じなければならない｡ その点では核兵器の廃絶なども
同根の関心を集めていて, 人類共通の課題として, ｢地球は一つ｣ の合い言葉での住民, 企業,
政府・自治体の間の対話・検討・対策が必要になる｡
こうした問題は, 資源保有国からの指摘や規制措置の提示, さらには提訴などがあると, 当
初は多国籍企業側に莫大な損害賠償が発生することが多かった｡ しかしながら, 近年は多国籍
企業側が逆に当該国を相手取り, 上で述べた    条項を盾にとって訴訟を起こし, 勝訴する
と, 逆に莫大な補償金をせしめている｡ これでは本末転倒である｡ 日本の国会での追及によっ
て, 外務省が提出した資料によると, 被提訴国が賠償を命じられた金額の累計は    年末で,
上位  カ国だけで   億    億ドル (約６兆    億円) にのぼることがわかった｡ 最も多い
多国籍企業の未来像   
のはロシアの   億ドル余, 次いでベネズエラ約３億８千億ドル, そしてエクアドル約２億ド
ル, さらにアルゼンチンの約１億６千万ドルとなっている｡ ただし, 現実には仲裁判断が出た
後, 紛争当事国が和解に持ち込むことが多く, 実際に支払った金額に関しては, 統計が存在し
ないということである９)｡





動を阻害しないように, ｢二国間投資保証協定｣ (                            ) を結
ぶことが前提にされた｡ その後, 先進国に対しては, ヨーロッパや日本の資本主義生産システ
ムの復興・発展と相互投資の促進によって, アメリカ企業の投資保証どころかライバル関係の
台頭をもたらし, むしろ経済摩擦が現れてきて, 事実上投資保証協定の意味合いは薄れた｡ そ
して重心は伝統的な投資保護から, 投資の自由化    投資章などを含む へと移って
きている｡ 一方途上国の工業化は容易には進まず, 投資保証協定の持つ意味は石油や鉱物など
の資源産業において重要な役割を果たし, さらに二重課税防止協定 (   ) や特別資源協定,
あるいはアメリからの食糧援助と対価で重要希少資源をバーターで提供する措置等  ) によって
補完・強化されてきたが, これも製造業では前記の    の台頭やその後の ｢世界の工場｣ 中
国の出現によって, 後景に退いてきた｡ したがって現在では, これを国際経済関係の展開の前
提として多くの国が結ぶようになり, その内容も, 当初のアメリカ流の覇権国型 たとえば
アメリカへの政治的な支持の強要をも含むといった ではなく, もっと広く, 内国民待遇,
最恵国待遇, 公平かつ衡平な待遇, 収容の禁止, 送金自由, 現地製品の使用等のパフォーマン
ス要求の禁止, 幹部等の国籍要求の禁止等を含むものになっていて, それには ｢投資協定｣ と
いう邦語名を当てるのが通例となっている｡ さらに二国間援助から,    に代表される多国






易協定) の投資章を根拠にした米エチル社のカナダ政府に対する仲裁提起 (    年) が大いに
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
９) 『しんぶん赤旗』     年  月  日｡  ) 詳しくは関下稔 『日米貿易摩擦と食糧問題』 同文舘,     年, 第６章, 参照｡
注目されてからで, 以来急増するようになった｡ そして仲裁の申し立ては    年末までで   
件, うち最も多いのはアメリカ (   件), 以下, オランダ (  件), イギリス (  件), ドイツ
(  件) の順で, 他方, 被提訴件数の多いのはアルゼンチン (  件), ベネズエラ (  件), エ






仲裁事例としては環境保護の偽装, 実質的な関税強化, 政府の契約違反, 少額賠償などが対
象になったが, その結末は上で見たように, 被提訴国側に莫大な支払い義務が生じ, 一大脅威


















  ) 国立国会図書館調査及び立法考査局経済産業課 (伊藤白) ｢    条項をめぐる議論｣ 『調査と情報』
第   号,     年  月５日が,     条項に関するその間の事情とその内容を簡潔に紹介している｡
また中本悟 ｢グローバル企業の投資保護と公共利益との対立―    (投資対国家の紛争解決) をめ
ぐって―｣, 田中祐二, 内山昭編著 『   と日米関係』 第  章は, この問題を掘り下げて検討してい
る｡  ) 伊藤白 ｢    条項をめぐる議論｣, 前掲, ８‒  頁｡  ) 『日本経済新聞』     年９月  日｡
いうことである｡ 実際は帝国主義体制への移行とともに, 植民地を持つ列強の中から覇権国が
出現して, 世界の組織化を進め, それは残余の国民国家に対する強力な指導力を発揮して, 事
実上の国家的従属化を進めた｡ とりわけ, 第二次大戦後, 社会主義体制の成立と植民地体制の
崩壊とともに, 列強間対抗に代わる体制間対抗が中心になり, そこでは国際機関を媒介にした
覇権国アメリカによる, 残余の先進資本主義国と新たに政治的独立を遂げた開発途上国にたい
するヘゲモニーの発揮という手段を中心においた領導が, ｢民主的｣ かつ巧妙に 狡猾にと
いうべきか 展開された｡ その結果, 覇権国アメリカへの残余の国々の事実上の国家的従属
化が次第に浸透していった｡ そしてその庇護の下に, 覇権国多国籍企業による他国の国家主権
をないがしろにする事態が生まれてきた｡ それは, アメリカが世界中に張り巡らした ｢二国間
投資保証協定｣ とそれを補完する ｢二重課税防止協定｣ 等の網の目によって保障され, 傍若無
人とも思われるような仕方で, こともなげに, あたかも ｢事物自然の法則｣ のままであるかの
ようにして実行されてきた｡ そしてこのレールの下で, やがてはその恩恵をアメリカ以外の先
進国多国籍企業も与ろうとした結果, 急速に伝播・拡大されて, 国際的な問題になった｡ それ
が    条項の本質であり, その内実である｡
(３) 税逃れ, 資産隠し, 利益操作, 腐敗, マネーロンダリング
第３はタックスヘイブン (         租税回避地) を利用した税逃れや資産隠し, トラン
スファープライシング (移転価格) などを使った利益操作, それに金融機関などと結びついた,
マネーロンダリングと呼ばれる様々なダーティマネーの資金洗浄行為等の横行である｡ これに
関してはこれまで   などによる数多くの告発や, 専門家・機関による綿密な調査, 研究が
なされてきた  ) が, その秘密主義に災いされて, その深奥については窺い知れないところが多
々あった｡ だが    年に ｢パナマ文書｣  ) が実名入りでその秘密口座を公表したことで, その




に設けている国または ｢法域｣ (        ) 独立国になっていない場合 のことだが,    は ｢有害な税の競争｣ (    年) において, 明確に①非課税または低税率, ②透明性の
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  ) たとえばロナン・バラン, リチャード・マーフィー, クリスチャン・シャヴァニュー 『[徹底解明]
タックスヘイブン―グローバル経済の見えざる中心のメカニズムと実態』 青柳伸子訳, 作品社,     
年, ニコラス・ジャクソン 『タックスヘイブンの闇―世界の富は盗まれている』 藤井清美訳, 朝日新
聞社,     年など, また日本人研究者による経済面からの本格的な研究には, 中村雅秀 『多国籍企業
とアメリカ租税制度』 岩波書店,     年, がある｡  ) バスティアン・オーバーマイヤー, フレデリック・オーバーマイヤー 『パナマ文書』 姫田多佳子訳,        ,     年｡
欠如, ③有効な情報交換の欠如, ④実質的な活動要件の欠如を, タックスヘイブンの判断基




事業の経営・管理場所で課税されるという ｢架空居住｣ の概念を適用して, 税率の低い王室属
領のチャンネル諸島やマン島から, さらに広げて, 海外領土であるヴァージン島, バーミュー
ダ諸島, ケイマン諸島等にペーパーカンパニーを作るなどしていった｡ 加えて ｢トラスト (信









を迎えることになるが, その際に特別に見直されたのが, 二重課税への対処である｡ 一般に課
税には源泉地国課税と居住地国課税があるが, 後者の場合には居住者の全世界所得への課税が
多くとられるため, 二重課税問題が発生する｡ そこで二国間の租税条約によって整理, 調整し
ようとした｡     年に国際連盟が ｢キャロルレポート｣ に基づいて租税条約草案を作成したの
が, その嚆矢とされる  )｡ そこでは, 国際課税の原則を以下のようなものとした｡ ある国の居
住者は他国では恒久的施設に帰する利益にのみ課税できること, そして複数の国で活動する企
業への課税は, 利益をそれぞれの国に帰属させるべきこと, つまりアームスレングス原則に従





高木由里子訳 『有害な税の競争：起こりつつある国際問題』 日本租税研究協会,     年,   頁)｡  ) 鶴田廣巳 ｢有害な租税競争と国際租税戦略｣ 『会計検査研究』      ,     年３月,   ‒  頁は, こ
の違いを的確に指摘している｡  ) 以下のタックスヘイブンの歴史とその発展に関しては, 合田寛 『タックスヘイブンに迫る―税逃れ
と闇のビジネス』 新日本出版社,     年の, 手際よい整理と解説を大いに参考にした｡  ) 濱田明子 ｢移転価格課税における所得移転の基準｣ 『税務大学校論叢』   号, 平成  (    ) 年６
属地主義的立場から課税権を行使できるとする源泉地国課税とがあり, 先進国は多く居住地国












二重課税の防止どころか, 二重の非課税の余地を見つけだした｡ それは, 一つはトランスファ
ープライシングを使ってグループ内の取引価格を調整し, 低税率・無税国に利益をシフトする
方法である｡ もう一つはこれらのタックスヘイブンに金融取引, 輸送, 経営指導等をおこなう




の理由から, 大変困難なことである｡ そのため,     は極めて詳細かつ膨大なガイドライ
ンを作成せざる得なくなった｡ そしてその延長線上で, 国際取引で実現する所得についてどの
国でも課税が発生しないという二重非課税状況を是正すべく,      (                         税源浸食・利益移転) に関する最終報告を   にかけて (    年), 検討を
促した｡ だがそれよりも, これまでのアームスレングス原則をやめて, 多国籍企業グループを
一つの企業体と見なして, それにユニタリータックス (合算課税) 原則を採用すべきだという
議論も   などを中心にして主張  ) されていて, 事実, アメリカではすでに州を跨いだ取引
において  州でこれが実施されている｡ もっともタックスヘイブンを正そうとする動きはすで
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月,    頁｡  ) たとえば,                 (   ) であり, その中心メンバーの一人である                                                                                         などで展開されている｡
にケネディ政権の時代に始まり, 議会での議論と妥協の末に, ｢サブパート ｣ 条項 (利子・
配当, 賃貸料, 特許料など) に限って, 海外子会社の所得にたいして, アメリカの株主の所得
に合算して課税するという    (                         , 支配外国法人) ルール
が,     年に作られていた  )｡ これによって, 企業グループ全体として捉えようとする考えが
適用されるようになったという歴史が, すでにある｡
さらにタックスヘイブンは犯罪, 汚職, 不法資金などのダーティーマネー (ウラ金) を, ク






と, ニューヨークの    (インターナショナル・バンキング・ファシリティ) によってもオ
フショア業務が展開され, これら世界の二大国際金融センターを中心にして, スイス, 香港,
東京などサブセンターがいくつも形成されている｡ それらによって, マネーは世界中を自由気
ままに闊歩し,   時間休みなく地球規模で動き回り, 国家の金融規制をいとも簡単にすり抜け,
その結果, これまでの金融秩序は事実上, 抜け殻のようになってしまっている｡ 多国籍企業の
生産活動によって生み出された莫大な価値 (富) はマネー資本の形をとってタックスヘイブン
に一旦蓄積され, そしてそれぞれの用途 利殖や買収や投資など にしたがって, 再びい
ずれかに出て行く｡ そして目的を達成すると, さらに巨額のマネー資本として再度戻ってくる｡











  )    の概要については, たとえば金融庁総務企画局政策課 ｢平成  年度諸外国のタックスヘイブ
ン対策税制に関する調査報告書｣ 平成  (    ) 年８月が, 要約的に解説してある｡  ) 合田寛 『タックスヘイブンに迫る』 前掲,   頁｡  ) 同上,   頁｡
２. 多国籍企業の規制に関する諸機関の試み
前節では多国籍企業の傍若無人な振る舞いの一端を, 生産, 資源の費消, そして資金操作に
焦点を当てて, 一瞥した｡ そこで本節では, こうした多国籍企業の行きすぎた行動を正し, 適
切な規制を施そうとする, 国連,      (経済協力開発機構),     (国際労働機関),    
(国際標準化機構) の試みを取り上げてみよう｡ その前に若干の経緯をみておくことにする｡
多国籍企業に対する規制は    年代に国連の場で始まった｡     年, チリのアジェンデ政権






年には報告書 『多国籍企業が開発および国際関係に及ぼす影響』  ) が公表された｡ そこでは南
北間の格差の縮小が緊要であり, 多国籍企業は途上国の発展に寄与しているが, 反面, 多国籍
企業と受け入れ国の国家主権との間に緊張が生まれていることも指摘している｡ この勧告を基
に多国籍企業センター (                               ) が作られ, 英語表記も先
進国側が使っていた                     (   ) から, 途上国側の要求する                        (   ) に変更された｡ 途上国側は ｢天然資源に対する恒久主権｣ や    の結成, さらに  カ国グループによる ｢新国際経済秩序｣ (    ) 樹立などを背景に
攻勢をかけ, 受け入れ国の国家主権を尊重し, 多国籍企業の活動を監視し, 法的強制力を持た
せた行動基準を作ろうとしたのに対して, 先進国側は経済活動に対する国家の恒久主権を認め
ず, 国際法の範囲内に留めようとし, また行動基準は多国籍企業, その母国ならびに受け入れ
国を包括したものとし, かつ企業の自発的な性格のものにしようとした｡ そしてコンセンサス
が得がたいため, 条約ではなく, ガイドライン, 原則の宣言または行動基準という規範方式が
多く取られることになる｡ これは, 国連はもちろん,     の ｢国際投資及び多国籍企業に
関する宣言｣ とその付属文書である ｢多国籍企業の行動指針｣ (    年),    の ｢多国籍企
業及び社会政策に関する原則の三者宣言｣ (    年) でもとられるようになり, その時点での
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  )                                                                                                                                                                                                  
両者の合成力と妥協を反映している  )｡
(１) 国連 ｢グローバルコンパクト｣ (2000) と ｢指導原則｣ (2011)
その後幾多の紆余曲折を経て,     年の ｢世界経済フォーラム｣ (ダボス会議) の席上で,
アフリカ出身の当時の国連事務総長コフィー・アナンによって ｢グローバルコンパクト｣ が提
唱され, 翌年にそれが正式に発足することになった｡ これは ｢盟約｣ として企業に対して以下
の  原則を順守し, 実践するように要請している｡ すなわち人権 (①国際的に宣言されている
人権の擁護を支持し, 尊重する, ②人権侵害に加担しない), 労働 (③組合結成の自由と団体
交渉の権利を実効あるものにする, ④あらゆる形態の強制労働を排除する, ⑤児童労働を実効
的に廃止する, ⑥雇用と職業に関する差別を撤廃する), 環境 (⑦環境問題の予防的なアプロ
ーチを支持する, ⑧環境に関して一層の責任を担うためのイニシアチブをとる, ⑨環境に優し
い技術の開発と普及を促進する), 腐敗防止 (⑩強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防止
するために取り組む) の  原則である (腐敗防止は    年に追加されたもの)｡ そして    年
７月現在で,    カ国, １万    以上の団体 (そのうち企業は    社) が署名している｡ そ
の解説  ) によって, 若干の補足説明をしておこう｡ まず人権は    年の ｢世界人権宣言｣ (平
等, 生命と安全, 個人の自由, 経済的・社会的・文化的自由) 以来の普遍的な価値の堅持を呼
びかけている｡ 次に労働は   の ｢労働における基本的原則及び権利に関する宣言｣ (    年)
に由来していて, そこであげられた基本的な原則と権利を尊重, 推進, 実現する義務を負うと
いうものである｡ さらに環境に関する３原則は    年の国連環境開発会議 (地球サミット) で




のものをも腐食させてしまう｡ 一説には ｢贈収賄は１兆ドル規模の産業になった｣ とすら, い
われている｡ それは倫理的にも許されないだけでなく, 法的にも, 風評被害にも, さらには財
務上も大きなリスクを負うことになるので, 長期の持続的な成長は自由で公正な競争にかかっ
ていることを肝に銘じるべきである｡ さらに腐敗行為が麻薬売買, 組織犯罪, マネーロンダリ
ング, 不正送金, 国際テロ支援を助長することにも注意を喚起している｡
多国籍企業の未来像   
  ) 小原喜雄 ｢国連における多国籍企業の行動基準の作成過程について｣ 小樽商大 『商学討究』 第  巻,
第３‒４号,     年３月は, 政府代表の顧問として参加し, 審議を体験した立場から, 経緯と討論内
容, そして課題を詳細かつ的確に整理している｡ なかでも, 大事なところで先進国は      (すべ
きである) に留めたいが, 途上国側はもっと強く    (しなければならない) と強く主張し, 両者
の調整が図られたという指摘は, 両者の合成力の表れとして興味深い｡  ) ｢国連グローバル・コンパクト４分野  原則の解説｣     ,     年｡





層の前進を図るため, ジョン・ラギー (ハーバード大教授) を事務総長特別代表に任命して,
企業と人権に関する本格的な検討を開始した  )｡ ラギーはその期待に違わず, 精力的, かつ綿
密に課題に取り組んだ｡ ラギーが描いた構想は, 第１段階は綿密な実態調査で, インタビュー
と統計分析を基礎に多国籍企業による人権侵害の実態を明らかにし, それを確認した上で, 次
の第２段階では人権尊重の ｢枠組み｣ (フレームワーク) を確定することにおいた｡ これも通
過すると, いよいよ第３段階の ｢行動原則｣ の提示となる｡ しかも彼はその都度国連人権理事
会での承認を求めるという堅実なステップを踏み, ｢枠組み｣ も ｢行動原則｣ も全員一致の賛
成を得ている｡ そこで    年の ｢人権に関する報告書：保護, 尊重, 救済：ビジネスと人権の
フレームワーク｣ (｢ラギーフレームワーク｣ と絶賛されているので, 以下これを使う) で基本
的な考え方を提示し, さらに    年にはその実施原則 ｢ビジネスと人権に関する指導原則：国
際連合 ｢保護, 尊重, 救済｣ フレームワーク実施のために｣  ) (以下 ｢指導原則｣ とする) を
提出しているので, 両者を一体的なものと考え, さらに別途ラギーは自著 『正しいビジネ
ス』  ) においてその内容をさらに深めて論じているので, それも含めて以下で要点を取り出し
て見たい｡
このラギーフレームワーク／指導原則  ) は,   の原則からなるが, その要点は第１に国家は
人権を保護する義務を負うという ｢保護｣, 第２に企業は人権を尊重する責任を負うという
｢尊重｣, 第３に万一人権侵害が起きた場合には, 国家救済策 苦情処理メカニズム を用
意するという ｢救済｣ の３本柱から成っている｡ ここで画期的なことは, 何よりも人権に対す
る国家の義務を第１に強調していることである｡ 国連は諸国家の集まりであるが, それ自体に
は強制力はない｡ 実行するのは国家であり, しかも複雑な国際関係の中にある｡ その点をわき
まえて, ラギーは国家の崇高な責務を指摘する｡ 国家は人権が侵害されることを防ぎ, 人権侵
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  ) この過程に関する詳細な紹介と検討は梅田徹 ｢｢保護・尊重・救済フレームワーク｣ に対する一つ
の接近―企業の自発性の尊重か, 法的規制の強化か―｣ 『国際法外交雑誌』 第   巻１号,     年｡  ) その内容は国際連合広報センター ｢ビジネスと人権に関する指導原則：国際連合 ｢保護, 尊重及び
救済｣ 枠組み実施のために｣     年, に全文が紹介されている｡  ) ジョン・ジェラルド・ラギー 『正しいビジネス―世界が取り組む ｢多国籍企業と人権｣ の課題―』








基本的原則及び権利に関する国際労働機関宣言｣ で述べられている権利のほか, 先住民族, 女
性, 民族的または種族的, 宗教的, 言語的少数者, 子ども, 障害者及び移住労働者とその家族
の権利などである｡ 企業に求められているのは, ステークホルダー (利害関係者) の人権を尊
重することが企業にとって優先課題であることを自覚し, それを公にすることである｡ 具体的
には人権尊重の責任を果たすという方針によるコミットメント (              ), 人権
への影響を特定し, 防止し, 軽減し, 対処についての責任を持つという人権デュー・ディリジ




｢苦情処理メカニズム｣ には国家と非国家, 司法的と非司法的などがあり, それぞれに応じて
苦情の申し立てが可能になっていなければならない｡




たこと, ④国連人権理事会が公認 (       ) することでこの指導原則が世界標準になったと,
高い評価を与えている  )｡ また 『正しいビジネス』 の訳者である東澤靖氏は, これは ｢自発的
な   やグローバルコンパクトの焼き直しではない｣ とし, この原則に従った行動をとらな
いと, 様々なレベルでのリスクや責任につながる ｢極めて実践的な規範｣ だとしている｡ そし
て関係者 (国家, 企業, 人権団体) の反対を生じさせずに, ともに同じ方向を向かせることに
成功を収めた ｢ラギー・マジック｣ に驚嘆の声をあげている  )｡ そしてこの規範は        





  ) 大木一訓 ｢国連・人権 ｢指導原則｣ と労働運動｣ 『労働総研ニュース』       ,     年  月｡  ) 『正しいビジネス』 前掲, ｢訳者あとがき｣,    頁ならびに   頁｡
(２) OECD ｢多国籍企業行動指針｣    は    年に ｢多国籍企業行動指針 (                                       )｣ 以下 ｢ガイドライン｣ とする を採択した｡ それは企業に対して期待され
る責任ある行動を自主的にとるように勧告 (             ) したもので, その後,     ,    ,     ,     , そして    年  ) に改訂されてきた｡ その内容は, 定義と原則から始まり,
一般方針, 情報開示, 人権, 雇用及び労使関係, 環境, 贈賄・賄賂要求・金品の強要の防止,
消費者利益, 科学・技術, 競争, 納税からなる｡ そしてこれを推進するために, 各国の窓口と
して    (                  ) を設け, また企業への最終的な指針説明の責任を負う
ものとして, 国際投資・多国籍企業委員会 (    ) が設けられている｡




環境保護, 腐敗防止などが付け加えられてきた｡ 今度の改訂で特に付け加えられたのは, 人権
の章である｡ これは上で見た国連の ｢指導原則｣ ／ ｢フレームワーク｣ の考え方を取り入れた
もので, 人権尊重, 人権侵害への加担回避, 方針の策定, デュー・ディリジェンスや救済の実
施などが打ち出されている｡ それに加えて, いくつかの追加がなされているが, それらは, 進
出先での現地法人の扱い, 環境保護での温室効果ガスの削減, 贈収賄への対処としての倫理コ




争鉱物に対する規制が, 本来は金融制度改革法である ｢ドッド・フランク法｣ の    条として
追加される, やや異形な形で成立した｡ そしてそれは ｢    紛争鉱物ガイダンス｣ (    年)
とその改定 (    年) へと続くことになる｡ ここでは人権とそれを順守する企業のデュー・デ
ィリジェンスを強調していて, 具体的には手続き,    (計画),   (実行),      (点検),   (改善) の一連の作業を指している  )｡
これに関してその間の事情について, すこし追加しておこう｡ ｢ドッド・フランク法｣ の    
条は４つの重要希少資源 鉱物としてのスズ鉱石, コルタン, 鉄マンガン鉱石, 金鉱石, ま
たそこからの金属としてはスズ (  ), タンタル (       ), タングステン (        ),
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  )     年の改定版全文の邦訳は,     閣僚理事会 ｢    多国籍企業行動指針―世界における責
任ある企業行動のための勧告     年―｣,     年５月  日｡  ) デロイトトーマツ紛争鉱物対応チーム 『ここが知りたい 米国紛争鉱物規則』 日刊工業新聞社,    年,   ‒  頁｡
金 (   ) を合わせて, ３  とも呼ばれている を重要鉱物資源として規制することに主
眼をおいている｡ その発端になったのは, ルワンダ紛争による大量虐殺 (    年)  ) と, それ
に続く    年からのコンゴ紛争である｡     年に和平合意がなったが, その原因の一つが豊富
な鉱物資源にあった｡ そこで人権保護が企業の社会的責任 (   ) 上から重要課題となり,
企業の規制を行なおうとした｡ しかし企業の努力だけでは限界があるので, 国家も一定の役割
を担うべきだと考え, そこから, 上述したラギーフレームワークが国連の場で登場し, その考
えが残余の国際機関にも急速に広がっていくことになる｡ だからその目的は, 紛争鉱物がコン
ゴの武装勢力の資金源になるのを阻止することにあり, 具体的には上記の紛争鉱物を製品に使
用する上場企業 日本企業も含めて は    (証券取引委員会) に報告・開示義務を負
うことになる｡
(３) ILO ｢三者宣言｣   は労働原則として, 結社の自由及び団体交渉権の効果的な承認, あらゆる形態の強制
労働の禁止, 児童労働の実効的な廃止, 雇用及び職業における差別の廃止を掲げている｡ そし






進機会の増進, ④労働条件と賃金の改善, 高い労働安全衛生水準の確保, ⑤健全な労使関係の
促進の五点が, 三者のコンセンサスを得ながら策定された｡ そして改訂を重ねて,     年には
第４回目の改訂を行った｡ 今回は上で検討した ｢指導原則｣ や, ｢持続可能な開発のための    
アジェンダ｣ (    年) を受けて, とりわけグローバルサプライチェーンにおけるディーセン
トワーク (          , 人間らしい労働) の追求を新たな目標に掲げている｡    の駐日代
多国籍企業の未来像   
  ) この大量虐殺は映画 ｢ホテルルワンダ｣ にも描かれて, 世界的に知られるようになった｡ この時の
国連平和維持軍の司令官だったロメオ・ダレール (カナダ) は, 事態を静観せざるを得なかったこと
で自責の念に駆られ, 帰国後, 極度のノイローゼになり, 自殺を図ったが幸い一命はとりとめた｡ 後
にその時の経験を                     (    ) として出版した｡ 後にこれらがきっかけ
になって, ｢保護する責任｣ (                              ) が    年２月の国連安保
決議    号において再確認された｡ その基本内容は, 国家主権は人々を保護する責任を伴うこと, 国
家がそれを果たせない場合は国際社会がその責任を務めること, そしてこの国際社会の保護する責任
は不干渉原則に優先する, というものである｡ つまり人権保護が国家主権に優先するという考えであ
る｡  ) ｢多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言｣ 国際労働機関 (   ) 事務局,     年｡
表の上岡恵子氏によれば, その意味するところは ｢働きがいのある人間らしい仕事｣ の推進を
目指していて, それは今日, 世界全体の課題ともなっている｡ 生計を立てられる十分な収入に
加えて, 安全, 健康で, 生産性も向上することを確保した上で, 政労使の対話の下で働く新た
な社会を目指している｡ 具体的には, ①仕事の創出, ②労働者の権利確保, ③社会保障の促進,
④社会対話の促進を戦略目標にしている  )｡
このように   がディーセントワークを積極的に掲げているのは, 安心して暮らせるだけ
の賃金を稼ぐことは不可欠な前提 いわばベーシックなもの であって, それだけで労働
者が満足できるわけではない｡ その上に, 働きがいのある仕事を追求しようとしている｡ それ
は, 誰もが望む普遍的な要求でもある｡ それを掲げて, さらに一段と高いところに到達しよう
としていて, 当然至極な要求である｡ しかもそれを労使政, 三者の合意の上に作り上げようと
している｡ ここには, 労働者は単に雇用されている受動的な存在ではなく, 雇用主と一体とな
って, 積極的な生産・流通・サービス上の貢献もしているし, それをさらに進めようとする決
意が表れている｡ そこではステークホルダーという概念を特に重視している｡ ともに作り, 共
に繁栄する, ｢共働・共創・共生社会｣ の構築は未来志向的であり, 人類の向かうべきものを




企業の社会的責任 (   ) が今日叫ばれているが, それは, ステークホルダーからの要求
に対して適切な意思決定をする責任をさす言葉である｡ そして上で検討したように, 国連のグ
ローバルコンパクトはそれを  原則にまとめて, 参加を呼びかけた｡ 企業の説明責任 (             ) を果たし, 透明性 (            ) を高め, 適切な企業統治 (          )
と法令遵守 (         ) を実施していくことは, 基本的に企業がその永続的な存続と発展
を図るために不可欠である｡ しかしその有り様は国によって異なっている｡ そこで    (国
際標準化機構) は    年に統一の   規格の可能性を決議し, 以来検討を重ねた上で,     
年  月に        を発効させた｡ それは新たなガイダンス規格で, 企業のみならず, あらゆ
る組織を対象にした ｢社会的責任に関する手引き｣ である｡ それは    年に消費者政策委員会
において, グローバル市場における消費者保護作業部会で議論が開始されたのが発端である｡
そこでは企業の社会的責任に関する規格, 原則, 基準, 納入先企業の独自基準が乱立していて
煩雑なため, 途上国側が統一の規格策定を要望したことに始まる｡ 基本的には, ①組織統治
(組織のガバナンスを確立し, 適正に運営する責任), ②人権 (全ての人に与えられている人権
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  ) 上岡恵子 ｢ディーセント・ワークと労働    (その１)｣ 東京人権啓発企業連絡会,     年  月｡
を確保する責任), ③労働慣行 (非正規労働者などを含め, 組織のために働く人たちに対する
責任), ④環境 (職場, 地域から地球レベルまでの環境に関する責任), ⑤公正な事業慣行 (事
業や取引を行うときに倫理的に行動する責任) ⑥消費者課題 (製品やサービスを消費者などに
提供するときの責任), ⑦コミュニティへの参画及びコミュニティの発展 (コミュニティに参
加し, 開発と発展に貢献する責任) の, ７つの主題に基づいて組織点検を図り, ステークホル
ダーの参画を通じて実践していくことを謳っている｡ ここでは民主的な手続きを重視し, 多様
なステークホルダーの参加による議論合意 (マルチステークホルダー・プロセス) を経て策定
された｡ 参加メンバーは消費者団体, 労働団体,    , 産業界, 政府関係, 途上国, 国際機
関, 研究者などの有識者で構成され, しかも各地域を網羅し,   カ国から参加している｡ そし
て  年をかけて丁寧な議論を重ね, 最終的には９割の賛成を得て, 承認されたものである  )｡
(５) 今後の方向――法的拘束力をいかにして持たせられるか
国連,     ,    ,    を舞台にした, 多国籍企業側の要求を主に代弁する先進国と, 受
け入れ国としての途上国との間の, 多国籍企業の規制と行動原則をめぐる対抗・確執・妥協の
様を一瞥してみた｡ ここでのメインストリームは, 多国籍企業による自主的・自発的な行動に
依拠する方向だった｡ そのため, 当初はビジネスエシックスの確立に重きが置かれ, そこでは   (企業の社会的責任) が訴えられた｡ そして当初は   (                           , 社会的責任投資) という言葉がよく使われた｡ そこにはキリスト教的倫理や社会運動
が底流にあり, ｢企業はかくあるべし｣ という多分に期待を込めたものでもあった｡ またその
内容も法令順守や労働基準の確立から始まって, やがては社会情勢の変化にともなって, 環境,
雇用, 健康・安全, 教育, 福祉, 人権, 地域等の多くの社会問題へとやがて広がっていった｡
そうして現在では環境 (Ｅ), 社会 (Ｓ), ガバナンス (Ｇ)     へと収斂されてき
ている｡ またその手法も,    の頃のように, ポジティブ・スクリーニングによって優良企
業を選び出し, ネガティブ・スクリーニングによって望ましくない企業を摘発するというやり
方から, 全ての企業にとっての長期的な成長目標 サステナビリティ の前提としてこれ
を提示するというものに, 変わってきた｡ それは, 多国籍企業がグローバル社会の不可欠な社
会的存在として, 環境を守り, 周囲と調和し, 社会的貢献を積極的に果たすべきだという期待
の表れでもあった｡ これはさらに  世紀の今日,     の達成という目標に発展してきている｡
とはいえ,     年代からの動きは,     の行動指針に見られるように, 全体のコンセン
サスを得ようとして, 自主的な行動を勧告したり, ガイドラインを提示することに留まってい
た｡ しかしながら, これでは実効ある成果を上げることがなかなか困難なことから,     年の
国連のグローバルコンパクトは, 人権, 労働, 環境, 腐敗防止の４本柱に基づく  大原則を確
多国籍企業の未来像   
  ) 福渡潔 ｢         の概要と実践および利用状況｣ 『    ‒  レポート』  ‒                              




ワークの下で, 国連人権委員会において    年に ｢枠組み｣ が設定され, それに基づく ｢行動
原則｣ が    年に確立された｡ この ｢ラギーフレームワーク｣ は国家の義務と企業の責任と,
そして被害が起こった際の救済という三本柱を明確に打ち立てて, 揺るぎないものにしようと
した｡ これは折からの社会的風潮とも重なって, 一大潮流になり,     ,    ,    などに
陸続と波及していった｡
こうした, これまでの流れから全体的にいえることは, 何よりも善意に溢れた, 不正を憎む
賢人達の無償の営為と研ぎ澄まされた英知の発揮であり, 全体の合意を取り付けるための民主
主義精神の ｢血肉｣ 化である｡ その底には切実な要求を我慢強く主張し続ける ｢草の根｣ の民
主主義の広範な声が一方にあり, 同時にその生の声に率直に耳を傾ける ｢耳従｣ の心得が他方
にあった｡ そしてそれらの相互の努力が結実して, 見事, 大輪の花を咲かせることになった｡
それには脱帽せざるを得ない｡ そしてそこでのキーコンセプトは環境保護, 人権, ステークホ
ルダー, 企業のデュー・ディリジェンスときて, 今はディーセントワークが新たに立ち上がろ
うとしている｡ また紛争解決にあたっての連帯と保護責任の概念をそれに付け加えてもよいだ
ろう｡ これらはこれまで人類の英知が確立してきた価値 徳というべきか を優に超えて
いる｡ こうした見事な成功をもたらした秘訣として, 三つのことを挙げておこう｡
第一にその思想的基盤は, すべての人々が認めざるを得ない ｢公理｣ に依拠することにある｡
その意味するところは, 単なる現状追認にすぎない, 権力者や支配者が好む現実主義ではなく,
だからといって個人の自由を無邪気に吹聴して回る自由主義でもなく, 優れて理想主義的な立
脚点に基づいており, ｢規範｣ 的である｡ この立脚点は資本主義の成立・発展以来の階級対抗
・体制間対抗視角ではない｡ たしかにそれらは抑圧され, 搾取され, 支配された多数の人々の
｢声なき声｣ を糾合し, その抵抗と組織化と台頭を生む確かな根拠となってきたし, 今後も消
滅するわけではない｡ しかしここでの運動の思想的な立脚点は地球上の圧倒的大多数の人々が
共感し, 共鳴し合っていく価値の共有に依拠している｡ すなわち地球上の全ての人が共に手を
携え, 共に生き, 共に働き, 共に築いていく ｢地球共同体｣ (             ) 実現への
共感に基づいている｡ そのため, 人類が歴史的叡智として大切に育ててきた人権思想をあえて









アナンが議長, ブルントラント (元ノルウェイ首相) が副議長で, この二人は連名で国連  周
年に ｢平和を守る４つのアイデア｣  ) という改革提案を行って, 常任理事国の支配の現状に痛
烈な批判を展開した｡ アナンは ｢グローバルコンパクト｣ と ｢枠組み｣ ／ ｢行動原則｣ の生み
の親であり, さらには ｢保護する責任｣ にも大いに関わった｡ またブルントラントは ｢環境と
開発に関する世界委員会｣ 通称 ｢ブルントラント委員会｣ の委員長として ｢持続可能
な開発｣ の概念をうみだし, また世界保健機関 (   ) の事務局長として喫煙批判を展開し
ている｡ これらは氷山の一角であり, 埋もれている賢人達は野に満ちている｡ それらを発掘し,
連帯の輪を広げ, 組織していく努力がやがて巨大な力となって花開くことになろう｡
そして第三に国の代表以外の人々の無数の声に耳を傾けること, つまりは   などに結集




























主主義との調和を考え, 人権を守り, 国家との役割分担と協調関係を維持し, 環境保護に努め,
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